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はじめに 

 

 平成１５年４月、学校教育法の改正により、高度専門職業人養成に特化し、理論

と実務を架橋した実践的な教育を行う専門職大学院の制度が創設されました。また、

同法により、その目的に応じた教育水準の維持向上を積極的に図るため、各専門職

大学院は５年以内ごとに文部科学大臣から認証を受けた機関（認証評価機関）によ

る評価（認証評価）を受けることとされました。 

 認証評価機関は、大学等の求めに応じてそれぞれの特質を生かして評価を実施す

ることとされておりますが、法科以外の分野の専門職大学院の認証評価を実施する

評価機関は未だ存在していない状況にあります。 

 大学評価・学位授与機構（以下「機構」という。）は、平成１２年度の学位授与

機構からの改組以来、大学等の教育研究活動の状況についての評価、評価に関する

調査研究や情報の収集、整理提供等を行ってきています。また、平成１７年度より

大学、短期大学、高等専門学校の機関別認証評価を実施するとともに、平成１９年

度から法科大学院の認証評価を開始することとしています。 

 機構では、これらの経験等を踏まえ、内外の関係者の協力を得て、「専門職大学

院認証評価に関する検討会議」を設置し、専門職大学院の認証評価機関の創設を促

すことを目的として、専門職大学院の評価基準を検討し、この度、評価基準モデル

としてまとめました。 

 評価基準モデルは、全ての専門職大学院において共通に必要と考えられる項目を

定めるとともに、比較的多数設置されている「ビジネス・ＭＯＴ」、「会計」、「公

共政策」の３つの分野について、各分野固有の項目を付け加えたものとなっていま

すが、他分野の専門職大学院においても、それぞれの分野に即した項目に置き換え

たり、別途必要な項目を加えることにより活用できるものと考えています。 

 この評価基準モデルが、専門職大学院の認証評価について検討を行っている関係

団体等において幅広く活用されることを心より期待いたします。 
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 本評価基準モデルの基本的な考え方 

 

１  評価基準モデルは、教育活動を中心として専門職大学院の教育研究活動の状況を

評価するために、６つの基準から構成されています。 

 

２  ６つの基準は、専門職大学院の教育研究活動等の総合的な状況を考慮し、専門職

大学院として満たすことが必要と考えられる内容が規定されています。 

 

３ ６つの基準には、基準ごとにその内容を踏まえ教育活動等の状況を分析するため

の「基本的な観点」を設けています。評価を受ける専門職大学院は、全ての基本的

な観点の状況について自己評価を行い、認証評価機関においては自己評価の結果を

受け、基準を満たしているか、優れた点や改善を要する点があるか、などの評価を

行うことが考えられます。 

 

４ 評価は専門職大学院の個性や特徴が十分発揮できるよう、各専門職大学院が有す

る「目的」を踏まえつつ行われることが重要であると考えられます。 

このため、６つの基準及び基準ごとの基本的な観点の多くは、各専門職大学院が

自ら定めた「目的」を踏まえた上で評価が行われることを前提とし、それが可能と

なるような構成・内容に留意しています。 
 

５ 評価基準モデルは、専門職大学院の認証評価において分野の種類にかかわらず共

通に必要となる事項を網羅的に含むとともに、「ビジネス・ＭＯＴ」、「会計」、

「公共政策」の３つの分野について、各分野固有の項目を付け加えたものとなって

います。したがって上記の３分野以外の専門職大学院についてもそれぞれの分野に

即した項目に置き換えたり、必要な項目を追加することにより活用できるよう作成

されています。 

   
 
 
 
 
 
 
 

 
 
※ は、上記３分野固有の項目を示します。 



 
 

- 2 - 

基準１ 目的及び入学者選抜 
 
 
・各専門職大学院の目的（大学院設置基準第１条の２において定めることと
されている目的をいう。）が明確に定められており、その内容が、学校教育
法に適合するものであり、当該目的が周知、公表されていること。 

・入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に沿って適切な学生の受入
が実施され、機能していること。 

・実入学者数が、入学定員と比較して適正な数となっていること。 
 

 

 

基本的な観点 

１－１  
 各専門職大学院の目的（大学院設置基準第１条の２において定めること

とされている目的をいう。）が明確に定められているとともに、当該目的

が、「高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越した

能力を培う」という学校教育法第 65 条第 2 項の規定から外れるものでない

か。 

 

１－２ 

 各専門職大学院の目的が、専門職大学院の構成員（教職員及び学生）に

周知されているか。また、当該目的が、社会に広く公表されているか。 

 

１－３ 

 各専門職大学院の目的に沿って、求める学生像や入学者選抜の基本方針

等が記載された入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）が明確に定

められ、公表、周知されているか。 

 

１－４ 

 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に沿った学生の受入方法

が採用されており、実際の入学者選抜が、適切な実施体制により公正に実

施されているか。 

 

１－５ 

 実入学者数が、入学定員を大幅に超える、又は大幅に下回る状況になっ

ていないか。また、その場合には、これを改善するための取組が行われる

など、入学定員と実入学者数との関係の適正化が図られているか。 
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基準２ 教育課程 
 
 
・教育課程が理論的教育と実務的教育の架橋に留意しつつ、各専門職大学院
の目的に照らして体系的に編成されており、その内容、水準、授与される学
位名との関係において適切であること。 

・教育課程を展開するにふさわしい授業形態、学習指導法等が整備されてい
ること。 

・成績評価や単位認定、修了認定が適切であり、有効なものとなっているこ
と。 

・学習を進める上での履修指導が適切に行われていること。 
 

 

 

基本的な観点 

２－１  
 理論的教育と実務的教育の架橋に留意しつつ、各専門職大学院の目的や

授与される学位に照らして、授業科目が適切に配置され、教育課程が体系

的に編成されているか。 

 また、教育課程が次に掲げるような事項を踏まえた内容になっているか。 
 

（１）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 
（２）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 

 

※以下の３分野については、下記のような項目が考えられる。 
 
＜ビジネス・ＭＯＴ分野＞ 
（１）教育課程が、企業経営又は技術経営の実務に必要な専門的な知識、思考力、

分析力、表現力等を修得させるとともに高い倫理観及び国際的視野を持つプ
ロフェッショナルの人材を養成する観点から適切に編成されていること。 

（２）組織行動、企業戦略、技術・生産管理、マーケティング、会計、企業財務な
どに関する内容を扱う科目が、各専門職大学院の目的に応じて適切に教育課
程に盛り込まれていること。 

 
＜会計分野＞ 
（１）教育課程が、会計の実務に必要な専門的な知識及び会計専門職業の現場で必

要とされる独自の判断力、論理的な思考力、応用能力等を修得させるととも
に会計専門職業人としての高い倫理観を涵養するよう適切に編成されてい
ること。 

（２）財務会計に関する科目、管理会計に関する科目、監査に関する科目を重点的
かつバランスよく履修させるよう配慮がなされていること。 

（３）基本的な内容、発展的な内容、応用・実践的な内容を取り扱う科目がそれぞ
れ開設されるなど、段階的な教育を行うことができるよう教育課程が編成さ
れていること。 

 
＜公共政策分野＞ 
（１）教育課程が、政策過程全般（課題発見・整理、政策判断、政策立案（政策形

成）、政策提言、政策実施、情報収集、政策分析・評価）、コミュニケーシ
ョン等に係る高い専門能力、高い倫理観及び国際的視野を持つ政策プロフェ
ッショナルの人材を養成する観点から適切に編成されていること。 

（２）法学、政治学、経済学の３つの分野を基本に、幅広い科目を適切に学べる教
育課程の編成に配慮していること。 

（３）基本的な内容、展開的な内容、実践的な内容、事例研究等を取り扱う科目が
それぞれ開設されるなど、段階的な教育を行うことができるよう教育課程が
編成されていること。 

 

専門職大学院の

分野に応じた項

目を記載 
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２－２ 

 教育課程や教育内容の水準が、当該職業分野の期待にこたえるものにな

っているか。 

 
２－３ 

 授業科目の内容が、全体として教育課程の編成の趣旨に沿ったものであ

り、当該分野の研究動向あるいは実務の経験を反映したものとなっている

か。 

 

２－４ 

 履修科目の登録の上限設定等の取組を含め、単位の実質化への配慮がな

されているか。 

 

２－５ 

 学生の履修に配慮した適切な時間割の設定等がなされているか。 

 

２－６ 

 標準修業年限を短縮している場合（例えば、１年制コースを設定するな

ど）には、各専門職大学院の目的に照らして十分な成果が得られるよう配

慮がなされているか。 

 

２－７ 

 学生の多様なニーズ、学術の発展動向、社会からの要請等に対応した教

育課程の編成（例えば、他研究科の授業科目の履修、他大学との単位互換、

インターンシップによる単位認定等）に配慮しているか。 

 

２－８ 

 専攻分野に応じて、事例研究、現地調査又は双方向､多方向に行われる討

論若しくは質疑応答、その他の適切な方法により授業を行うなど、適切な

配慮がなされているか。 

 

２－９ 

 ひとつの授業科目について同時に授業を受ける学生数が、授業の方法及

び施設、設備その他の教育上の諸条件を考慮して、教育効果を十分にあげ

られるような適当な人数となっているか。 

 

２－１０ 

 教育課程の編成の趣旨に沿って１年間の授業計画、授業の内容・方法等

が明記された適切なシラバスが作成され、活用されているか。 

 

２－１１ 

  通信教育を行う場合には、 面接授業（スクーリング）若しくはメディア

を利用して行う授業の実施方法が整備され、適切な指導が行われているか。 
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２－１２ 

 学生の履修指導及び学習相談、助言が学生の多様性（履修歴や実務経験

の有無等）を踏まえて適切に行われているか。 

 また、通信教育を行う場合には、そのための学習支援、教育相談が適切

に行われているか。 

 

２－１３ 

  各専門職大学院の目的に応じた成績評価基準や修了認定基準が組織とし

て策定され、学生に周知されているか。 

 
 
注：公共政策分野の専門職大学院においては、法学、政治学、経済学など幅広い履

修内容が必要であることを踏まえ、当該専門職大学院において４０単位以上の修
得を修了要件とすることが望ましい。 

 

 

２－１４ 

 成績評価基準や修了認定基準に従って、成績評価、単位認定、修了認定

が適切に実施されているか。 

 また、成績評価等の正確性を担保するための措置が講じられているか。 

 

２－１５ 

  学生の状況や各教員の授業内容、指導方法等について、教員間で情報が

共有され、必要な対応が図られているか。 
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基準３ 教育の成果 
 
 
・各専門職大学院の目的において意図している、学生が身に付ける学力、資
質・能力や養成しようとする人材像等に照らして、教育の成果や効果が上が
っていること。 

 
 

 

基本的な観点 

３－１  
 単位修得、修了の状況、資格取得の状況等から判断して、各専門職大学

院の目的に照らした教育の成果や効果が上がっているか。 

 

３－２ 

 授業評価等、学生からの意見聴取の結果から判断して、各専門職大学院

の目的に照らした教育の成果や効果が上がっているか。 

 

３－３ 

 修了後の進路の状況等の実績や成果から判断して、各専門職大学院の目

的に照らした教育の成果や効果が上がっているか。 

 

３－４ 

 修了生や就職先等の関係者からの意見聴取の結果から判断して、各専門

職大学院の目的に照らした教育の成果や効果が上がっているか。 
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基準４ 教員組織等 
 
 
・教育課程を遂行するために必要な教員が適切に配置されていること。 

・教員の採用及び昇格等の基準が、適切に定められ、運用されていること。
・教育の目的を達成するための基礎となる研究活動等が行われていること。
・教育課程を遂行するために必要な教育支援者が適切に配置されていること。 

 
 

 

基本的な観点 

４－１  
 教員組織編制のための基本的方針を有しており、それに基づいた教員組

織編制がなされているか。 

 

４－２ 

 教育課程を遂行するために必要な教員が確保されているか。 
また、それらの教員のうちには、次の各号のいずれかに該当し、かつ、

その担当する専門分野に関し高度の教育上の指導能力があると認められる

専任教員が、専攻ごとに「文部科学大臣が別に定める数」（平成 15 年文部

科学省告示第 53 号第１条。以下同じ。）以上置かれているか。 

(1)専攻分野について、教育上又は研究上の業績を有する者 

(2)専攻分野について、高度の技術・技能を有する者 

(3)専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有する者 

 

４－３ 

 教員の過去５年間程度における教育上又は研究上の業績等、各教員がそ

の担当する専門分野について、教育上の経歴や経験、教育上の指導能力を

有することを示す資料が、自己点検及び評価の結果の公表その他の方法で

開示されているか。 

 

４－４ 

 専任教員のうち、専攻分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を有

し、かつ、高度の実務の能力を有する者（以下、実務家教員という。）が、

「文部科学大臣が別に定める数」のおおむね３割以上に相当する人数
（※）

置

かれているか。 
 

※ 3 割に 3 分の 2 を乗じて算出される数（小数点以下の端数があるときは、これを四

捨五入する。）の範囲内の人数については、専任教員以外の者であっても、1 年につ

き 6 単位以上の授業科目を担当し、かつ、教育課程の編成その他の専門職学位課程を

置く組織の運営について責任を担う者で足りるものとする。 

 

４－５ 

 実務家教員が、それぞれの実務経験との関連が認められる授業科目を担

当しているか。 
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４－６ 

 各専門職大学院において教育上主要と認められる授業科目については、

原則として、専任の教授又は准教授が配置されているか。  
 

 
＜以下については会計分野の専門職大学院のみ適用＞ 
     特に、基本的な内容の科目（財務会計、管理会計、監査等）については、い

ずれも当該科目を適切に指導できる専任の教授又は准教授が置かれているか。
 

 
４－７ 

 各専門職大学院の目的に応じて教員組織の活動をより活性化するための

適切な措置（例えば、サバティカル（研究専念期間）制度、任期制、公募

制、テニュア（終身在職権）制度等の導入、年齢及び性別のバランスへの

配慮、外国人教員の確保等が考えられる。）が講じられているか。 

 

４－８ 

 教員の採用基準や昇格基準等が明確かつ適切に定められ、運用されてい

るか。特に、教育上の指導能力の評価が行われているか。 

 

４－９ 

 教員の教育活動に関する定期的な評価が行われているか。また、その結

果把握された事項に対して適切な取組がなされているか。 

 

４－１０ 

 教育の目的を達成するための基礎として、教育内容等と関連する研究活

動が行われているか。 

 

４－１１ 

 専門職大学院の教育課程を遂行するために必要な事務職員、技術職員等

の教育支援者が適切に配置されているか。 
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基準５ 施設・設備等の教育環境 
 
 
・専門職大学院の教育研究組織及び教育課程に対応した施設・設備並びに図
書、学術雑誌等の教育研究上必要な資料が整備され、有効に活用されている
こと。 

・学生相談・助言体制等の学習支援及び学生の経済支援等が適切に行われて
いること。 

・専門職大学院における教育活動等を適切に遂行できる財政的基礎を有して
いること。 

・各専門職大学院の目的を達成するために必要な管理運営のための組織及び
事務組織が整備され、機能していること。 

 
 

 

基本的な観点 

５－１ 

 専門職大学院の教育研究組織及び教育課程に対応した施設・設備（例え

ば、講義室、演習室、実習室、教員室等が考えられる。）が整備され、有

効に活用されているか。 

 

５－２ 

 自主的学習環境（例えば、自習室、グループ討論室、情報機器室等が考

えられる。）が十分に整備され、効果的に利用されているか。 

 

５－３ 

 図書、学術雑誌、視聴覚資料その他の教育研究上必要な資料が系統的に

整備され、有効に活用されているか。 

 

５－４ 

 学生が在学期間中に専門職大学院の課程の履修に専念できるよう、学生

の経済的支援及び修学や学生生活に関する相談・助言など、支援体制が整

備されているか。 

 

５－５ 

 学生支援の一環として、学生がその能力及び適性、志望に応じて、主体

的に進路を選択できるように、必要な情報の収集・管理・提供、ガイダン

ス、指導、助言が適切に行われているか。 

 

５－６ 

 特別な支援を行うことが必要と考えられる者（例えば、留学生、障害の

ある学生等が考えられる）への学習支援、生活支援等が適切に行われてい

るか。 

 

５－７ 

 専門職大学院における教育活動等を適切に遂行できる財政的基礎を有し

ているか。 
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５－８ 

 管理運営のための組織及び事務組織が、各専門職大学院の目的の達成に

向けて支援するという任務を果たす上で、適切な規模と機能を持っている

か。 

 

５－９ 

 管理運営のための組織及び事務組織が、各専門職大学院の目的を達成す

るために、効果的な意思決定が行える組織形態となっているか。 
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基準６ 教育の質の向上及び改善 
 
 
・教育の状況等について点検・評価し、その結果に基づいて改善・向上を図
るための体制が整備され、取組が行われており、機能していること。 

・教員等に対する研修等、その資質の向上を図るための取組が適切に行われ
ていること。 

 

 

 

基本的な観点 

６－１ 

 専門職大学院における学生受入の状況、教育の状況及び成果や効果につ

いて、根拠となる資料やデータ等に基づいて、自己点検・評価が組織的に

行われているか。 

 

６－２ 

 学生からの意見聴取（例えば、授業評価、満足度評価、学習環境評価等

が考えられる。）が行われており、教育の状況に関する自己点検・評価に

適切な形で反映されているか。 

 

６－３ 

 学外関係者（当該専門職大学院の教職員以外の者。例えば、修了生、就

職先等の関係者等が考えられる。）の意見や専門職域に係わる社会のニー

ズが教育の状況に関する自己点検・評価に適切な形で反映されているか。 

 

６－４ 

 自己点検・評価の結果が専門職大学院内及び社会に対して広く公開され

ているか。 

 

６－５ 

 自己点検・評価の結果がフィードバックされ、教育の質の向上、改善の

ための取組が組織的に行われ、教育課程の見直し等の具体的かつ継続的な

方策が講じられているか。 

 

６－６ 

 個々の教員は、自己点検・評価の結果に基づいて、それぞれの質の向上

を図るとともに、授業内容、教材、教授技術等の継続的改善を行っているか。 

 

６－７  
 ファカルティ・ディベロップメントについて、学生や教職員のニーズが

反映されており、組織として適切な方法で実施されているか。 

 特に、実務家教員の教育上の指導能力の向上及び研究者教員の実務上の

知見の充実に努めているか。 

 

６－８ 

 ファカルティ・ディベロップメントが、教育の質の向上や授業の改善に

結び付いているか。 
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参 考

関係法令

）学校教育法（抄

（昭和二十二年三月三十一日法律第二十六号）

第六十五条

② 大学院のうち、学術の理論及び応用を教授研究し、高度の専門性が求められる職業を担うための

深い学識及び卓越した能力を培うことを目的とするものは、専門職大学院とする。

第六十九条の三 大学は、その教育研究水準の向上に資するため、文部科学大臣の定めるところによ

り、当該大学の教育及び研究、組織及び運営並びに施設及び設備（次項において「教育研究等」と

いう ）の状況について自ら点検及び評価を行い、その結果を公表するものとする。。

② 大学は、前項の措置に加え、当該大学の教育研究等の総合的な状況について、政令で定める期間

ごとに、文部科学大臣の認証を受けた者（以下「認証評価機関」という ）による評価（以下「認。

証評価」という ）を受けるものとする。ただし、認証評価機関が存在しない場合その他特別の事。

由がある場合であつて、文部科学大臣の定める措置を講じているときは、この限りでない。

③ 専門職大学院を置く大学にあつては、前項に規定するもののほか、当該専門職大学院の設置の目

的に照らし、当該専門職大学院の教育課程、教員組織その他教育研究活動の状況について、政令で

定める期間ごとに、認証評価を受けるものとする。ただし、当該専門職大学院の課程に係る分野に

ついて認証評価を行う認証評価機関が存在しない場合その他特別の事由がある場合であつて、文部

科学大臣の定める措置を講じているときは、この限りでない。

④ 前二項の認証評価は、大学からの求めにより、大学評価基準（前二項の認証評価を行うために認

証評価機関が定める基準をいう。次条において同じ ）に従つて行うものとする。。

学校教育法施行令（抄）

（昭和二十八年十月三十一日政令第三百四十号）

（認証評価の期間）

第四十条

法第六十九条の三第二項（法第七十条の十において準用する場合を含む ）の政令で定める期間は。

七年以内、法第六十九条の三第三項の政令で定める期間は五年以内とする。

大学院設置基準（抄）

（昭和四十九年六月二十日文部省令第二十八号）

（教育研究上の目的の公表等）

第一条の二

大学院は、研究科又は専攻ごとに、人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的を学則等に

定め、公表するものとする。
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専門職大学院設置基準

（平成十五年三月三十一日文部科学省令第十六号）

学校教育法（昭和二十二年法律第二十六条）第三条、第八条、第八十八条の規定に基づき、専門職

大学院設置基準を次のように定める。

第一章 総則（第一条―第三条）

第二章 教員組織（第四条・第五条）

第三章 教育方法等（第六条―第十四条）

第四章 課程の修了要件（第十五条・第十六条）

第五章 施設及び設備等（第十七条）

第六章 法科大学院（第十八条―第二十五条）

第七章 雑則（第二十六条）

附則

第一章 総則

（趣旨）

第一条 専門職大学院の設置基準は、この省令の定めるところによる。

２ この省令で定める設置基準は、専門職大学院を設置するのに必要な最低の基準とする。

３ 専門職大学院は、この省令で定める設置基準より低下した状態にならないようにすることはもと

より、その水準の向上を図ることに努めなければならない。

（専門職学位課程）

第二条 専門職学位課程は、高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越した能力

を培うことを目的とする。

２ 専門職学位課程の標準修業年限は、二年又は一年以上二年未満の期間（一年以上二年未満の期間

は、専攻分野の特性により特に必要があると認められる場合に限る ）とする。。

（標準修業年限の特例）

第三条 前条の規定にかかわらず、専門職学位課程の標準修業年限は、教育上の必要があると認めら

れるときは、研究科、専攻又は学生の履修上の区分に応じ、その標準修業年限が二年の課程にあっ

ては一年以上二年未満の期間又は二年を超える期間とし、その標準修業年限が一年以上二年未満の

期間の課程にあっては当該期間を超える期間とすることができる。

２ 前項の場合において、一年以上二年未満の期間とすることができるのは、主として実務の経験を

有する者に対して教育を行う場合であって、かつ、昼間と併せて夜間その他特定の時間又は時期に

おいて授業を行う等の適切な方法により教育上支障を生じない場合に限る。
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第二章 教員組織

（教員組織）

第四条 専門職大学院には、研究科及び専攻の種類及び規模に応じ、教育上必要な教員を置くものと

する。

第五条 専門職大学院には、前条に規定する教員のうち次の各号のいずれかに該当し、かつ、その担

当する専門分野に関し高度の教育上の指導能力があると認められる専任教員を、専攻ごとに、文部

科学大臣が別に定める数置くものとする。

一 専攻分野について、教育上又は研究上の業績を有する者

二 専攻分野について、高度の技術・技能を有する者

三 専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有する者

２ 前項に規定する専任教員は、大学設置基準（昭和三十一年文部省令第二十八号）第十三条に規定

する専任教員の数及び大学院設置基準（昭和四十九年文部省令第二十八号）第九条第一項に規定す

る教員の数に算入できないものとする。

３ 第一項に規定する専任教員のうちには、文部科学大臣が別に定めるところにより、専攻分野にお

ける実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有する者を含むものとする。

第三章 教育方法等

（教育課程）

第六条 専門職大学院は、その教育上の目的を達成するために専攻分野に応じ必要な授業科目を開設

し、体系的に教育課程を編成するものとする。

（授業を行う学生数）

第七条 専門職大学院が一の授業科目について同時に授業を行う学生数は、授業の方法及び施設、設

備その他の教育上の諸条件を考慮して、教育効果を十分にあげられるような適当な人数とするもの

とする。

（授業の方法等）

第八条 専門職大学院においては、その目的を達成し得る実践的な教育を行うよう専攻分野に応じ事

例研究、現地調査又は双方向若しくは多方向に行われる討論若しくは質疑応答その他の適切な方法

により授業を行うなど適切に配慮しなければならない。

２ 大学院設置基準第十五条において準用する大学設置基準第二十五条第二項の規定により多様なメ

ディアを高度に利用して授業を行う教室等以外の場所で履修させることは、これによって十分な教

育効果が得られる専攻分野に関して、当該効果が認められる授業について、行うことができるもの

とする。

第九条 専門職大学院は、通信教育によって十分な教育効果が得られる専攻分野に関して、当該効果

が認められる授業等について、多様なメディアを高度に利用する方法による通信教育を行うことが

できるものとする。この場合において、授業の方法及び単位の計算方法等については、大学通信教

育設置基準（昭和五十六年文部省令第三十三号）第三条中面接授業又はメディアを利用して行う授

業に関する部分、第四条並びに第五条第一項第三号及び第二項の規定を準用する。
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（成績評価基準等の明示等）

第十条 専門職大学院は、学生に対して、授業の方法及び内容、一年間の授業の計画をあらかじめ明

示するものとする。

２ 専門職大学院は、学修の成果に係る評価及び修了の認定に当たっては、客観性及び厳格性を確保

するため、学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに、当該基準にしたがって適切に行

うものとする。

（教育内容等の改善のための組織的な研修等）

第十一条 専門職大学院は、当該専門職大学院の授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研

修及び研究を実施するものとする。

（履修科目の登録の上限）

第十二条 専門職大学院は、学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため、学生が一年間

又は一学期に履修科目として登録することができる単位数の上限を定めるものとする。

（他の大学院における授業科目の履修等）

第十三条 専門職大学院は、教育上有益と認めるときは、学生が専門職大学院の定めるところにより

他の大学院において履修した授業科目について修得した単位を、当該専門職大学院が修了要件とし

て定める三十単位以上の単位数の二分の一を超えない範囲で当該専門職大学院における授業科目の

履修により修得したものとみなすことができる。

２ 前項の規定は、学生が、外国の大学院に留学する場合、外国の大学院が行う通信教育における授

業科目を我が国において履修する場合及び外国の大学院の教育課程を有するものとして当該外国の

学校教育制度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該

教育課程における授業科目を我が国において履修する場合について準用する。

（入学前の既修得単位等の認定）

第十四条 専門職大学院は、教育上有益と認めるときは、学生が当該専門職大学院に入学する前に大

（ 。）学院において履修した授業科目について修得した単位 科目等履修生として修得した単位を含む

を、当該専門職大学院に入学した後の当該専門職大学院における授業科目の履修により修得したも

のとみなすことができる。

２ 前項の規定により修得したものとみなすことのできる単位数は、編入学、転学等の場合を除き、

当該専門職大学院において修得した単位以外のものについては、前条第一項及び第二項の規定によ

り当該専門職大学院において修得したものとみなす単位数と合わせて当該専門職大学院が修了要件

として定める三十単位以上の単位数の二分の一を超えないものとする。

第四章 課程の修了要件

（専門職学位課程の修了要件）

第十五条 専門職学位課程の修了の要件は、専門職大学院に二年（二年以外の標準修業年限を定める

研究科、専攻又は学生の履修上の区分にあっては、当該標準修業年限）以上在学し、当該専門職大

学院が定める三十単位以上の修得その他の教育課程の履修により課程を修了することとする。
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（専門職大学院における在学期間の短縮）

第十六条 専門職大学院は、第十四条第一項の規定により当該専門職大学院に入学する前に修得した

単位（学校教育法第六十七条第一項の規定により入学資格を有した後、修得したものに限る ）を。

当該専門職大学院において修得したものとみなす場合であって当該単位の修得により当該専門職大

学院の教育課程の一部を履修したと認めるときは、当該単位数、その修得に要した期間その他を勘

案して当該専門職学位課程の標準修業年限の二分の一を超えない範囲で当該専門職大学院が定める

期間在学したものとみなすことができる。ただし、この場合においても、当該専門職大学院に少な

くとも一年以上在学するものとする。

第五章 施設及び設備等

（専門職大学院の諸条件）

第十七条 専門職大学院の施設及び設備その他諸条件は、専門職大学院の目的に照らし十分な教育効

果をあげることができると認められるものとする。

第六章 法科大学院 （略）

第七章 雑則

（その他の基準）

第二十六条 専門職大学院の組織、編制、施設、設備その他専門職大学院の設置に関する事項で、こ

、 （ 、 、 。）の省令に定めのないものについては 大学院設置基準 第九条の二 第十一条 第十三条を除く

の定めるところによる。

２ この省令又は他の法令に別段の定めのあるものを除くほか、専門職大学院に関し必要な事項につ

いては、文部科学大臣が別に定める。

附則

１ この省令は、平成十五年四月一日から施行する。

２、３ （略）
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専門職大学院に関し必要な事項について定める件（抄）

（平成十五年文部科学省告示第五十三号）

専門職大学院設置基準（平成十五年文部科学省令第十六号）第五条第一項、同条第三項、第十九条

及び第二十六条第二項の規定に基づき、専門職大学院に関し必要な事項について次のように定め、平

成十五年四月一日から施行する。

なお、平成十一年文部省告示第百七十七号（高度の専門性を要する職業等に必要な高度の能力を専

ら養うことを目的とする修士課程に専攻ごとに置くものとする教員の数について定める件）は、廃止

する。

（専攻ごとに置くものとする専任教員の数）

第一条 専門職学位課程には、専攻ごとに、平成十一年文部省告示第百七十五号（大学院に専攻ごと

に置くものとする教員の数について定める件）の別表第一及び別表第二に定める修士課程を担当す

る研究指導教員の数の一・五倍の数（小数点以下の端数があるときは、これを切り捨てる ）に、。

同告示の第二号、別表第一及び別表第二に定める修士課程を担当する研究指導補助教員の数を加え

た数の専任教員を置くとともに、同告示の別表第三に定める修士課程を担当する研究指導教員一人

当たりの学生の収容定員に四分の三を乗じて算出される収容定員の数（小数点以下の端数があると

きは、これを切り捨てる ）につき一人の専任教員を置くものとする。。

２ 前項の規定により専攻ごとに置くものとされる専任教員は、専門職学位課程について一専攻に限

り専任教員として取り扱うものとする。

３ 第一項の規定により専攻ごとに置くものとされる専任教員の数の半数以上は、原則として教授で

なければならない。

（専攻分野における実務の経験及び高度の実務の能力を有する教員）

第二条 前条第一項の規定により専攻ごとに置くものとされる専任教員の数のおおむね三割以上は、

専攻分野におけるおおむね五年以上の実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有する者とす

る。

２ 前項に規定するおおむね三割の専任教員の数に三分の二を乗じて算出される数（小数点以下の端

数があるときは、これを四捨五入する ）の範囲内については、専任教員以外の者であっても、一。

年につき六単位以上の授業科目を担当し、かつ、教育課程の編成その他の専門職学位課程を置く組

織の運営について責任を担う者で足りるものとする。

３、４ （略）



  




